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<せんぽく>インターネットバンキングご利用規定 
 

 

 「インターネットバンキング利用申込書」（以下「申込書」といいます。）により申込を行い、当

組合が適当と認めサービスをご利用になる契約者（以下「契約者」といいます。）は、契約者の安

全確保のために当組合が採用しているセキュリティ措置、本利用規定に示した暗証等の不正使用

などによるリスク発生の危険性および本利用規定の内容を理解した上で、サービスを利用するこ

とを承認したものとします。 

 

インターネットバンキングサービス 

１．定義 

  インターネットバンキングサービス（以下「本サービス」といいます。）とは、契約者ご本人

がインターネットに接続できるパーソナルコンピュータ等の電子機器（以下「パソコン」とい

います。）データ通信網を利用できるスマートフォン等を通じて、インターネット、データ通信

網等により当組合に次の手続の依頼を行い、当組合がその手続を行うサービスをいいます。 

 (1) 照会サービス 

 (2) 資金移動（振込・振替）サービス 

(3) 税金・各種料金払込みサービス 

 

２．使用できる機器 

  本サービスにおいて使用できる機器は、インターネットに接続可能なパソコン・スマートフ

ォン等（以下「端末」と総称します。）に限ります。 

 

３．インターネットバンキングサービスのご利用資格 

  本規定を承認し、当組合と預金取引をされている個人・法人の方が本サービスの資格者とし

ます。 

 

４．サービス利用時間 

  本サービスの取扱時間は、当組合所定の時間内とします。 

  ただし、当組合はこの取扱時間を契約者に事前に通知することなく変更する場合があります。 

 

５．本人確認 

 (1)ログインパスワード・確認用パスワードの送付 

   当組合は、本サービスご利用に必要なログインパスワード・確認用パスワードを、契約者

の届出住所あてに郵送いたします。 

 (2) ログインＩＤの取得 

   契約者は、当組合が契約者の届出住所あてに郵送した開局通知書に記載されたログインパ

スワード、確認用パスワードを用い、取引用のログインＩＤを取得します。 

 (3) 取引上の責任 

ログインＩＤ・ログインパスワード・確認用パスワード（以下、「暗証等」といいます。）

は、契約者本人の責任において厳重に管理して下さい。暗証等の不正使用その他の事故にあ

っても、そのために生じた損害について、当組合は責任を負いません。 

 

６．手続の依頼 

 (1) お申込口座の届出 
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  ① 届出は、代表口座店を指定できる本支店とします。 

② 契約者は、本サービスで利用する口座をお申込口座として申込書にて届出るものとしま

す。ただし、お申込口座として指定可能な預金等の種類は普通預金および当座預金に限

定するものとします。また、お申込口座の名義および住所は、代表口座の名義および住所

と各々同一でなければなりません。 

③ お申込口座の口座保有店を複数にすることができますが、当組合所定の数を越えること

はできません。 

  ④ お申込口座は、振込、振替、口座の残高照会・入出金明細照会等を行うことができます。 

 (2) 手続依頼の方法 

   契約者は前項５項の本人確認手続を経た後、取引に必要な所定事項を当組合所定の端末操

作により正確に伝達することで、手続を依頼するものとします。 

 (3) 依頼内容の確定 

   当組合が手続の依頼を受け付けた場合、契約者あてに依頼内容を確認しますので、契約者

はその内容が正しい場合には、当組合所定の方法で確認した旨を伝達するものとします。 

   前記の依頼内容の確認が各取引に必要な時限までに行われた場合は、依頼内容が確定した

ものとし、当組合所定の方法で処理を行います。 

 (4) 依頼内容および処理結果のご確認 

   依頼内容および処理結果については、当組合所定の依頼内容確認方法、または、各預金通

帳等への記入等を行い、契約者の責任において確認してください。万一、確認結果が受信で

きなかった場合、また、内容に不明な点がある場合、内容に相違がある場合等は、直ちにそ

の旨を代表口座店窓口まで連絡してください。 

 (5) 処理が行えなかった場合のお取り扱い 

  ① 以下の事由等により、取引の処理ができなかった場合には、当該取引の依頼はなかった

ものとして取扱います。 

   (a) 支払を指定されたサービス利用口座が解約されているとき。 

   (b) 振替を伴う取引において、入金するお申込口座が解約されているとき。 

   (c) 振替金額、振込金額および振込手数料の合計金額が、お申込口座より引落とすことので

きる金額（総合口座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。以下「支払可能金額」

といいます。）を超えるとき。なお、お申込口座から同日に複数の引落としをする場合に、

その総額がお申込口座の支払可能金額を超えるとき、そのいずれを引落とすかは当組合

の任意とします。 

   (d) 差押など正当な利用による支払差止のため、当組合がお申込口座からの引落としを不

適当と認めたとき。 

  ② 上記①により取引の処理ができなかった場合には、当組合は次の方法で契約者にその旨

を通知します。 

   (a) 電子メールまたは代表口座店からの電話による通知、次項７項の照会サービスにおけ 

る取引結果のご確認画面での表示。 

 (6) 依頼内容および取引内容の記録 

   契約者の依頼内容および取引内容の記録はすべて当組合において記録され、当組合に相当

期間保存されます。取引内容、残高に相違がある場合において、契約者と当組合の間で疑義

が生じたときは、当組合の機械記録の内容をもって処理します。 

 

７．照会サービス 

 (1) 照会サービスの内容 

  ① 照会サービスとは、契約者の端末による依頼に基づき、契約者の指定するお申込口座に

ついて、残高照会、入出金明細照会等の口座情報および本サービスでの取引結果のご確認
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を提供するサービスをいうものとします。 

 なお、端末の種類により本サービスを提供できる照会内容および対象となる預金科目等

は異なります。 

  ② 照会サービスの利用時間は、当組合所定の時間内とします。ただし、当組合はこの取扱

時間を契約者に事前に通知することなく変更することがあります。 

  ③ 照会サービスにおいて当組合が回答する内容は、照会時点の最新の取引が反映されてい

ない場合があります。 

 (2) 回答後の取消・変更 

   契約者からの照会を受けて当組合が回答した内容については、残高等を当組合が証明する

ものではなく、回答後であっても当組合が変更または取消等を行う可能性があります。当組

合はこのような変更または取消のために契約者に生じた損害について責任を負いません。 

 (3) お申込口座解約時の取扱い 

   本サービスにおけるお申込口座（代表口座を除きます。）が解約となった場合においても、

当組合所定の期間は当該口座情報の照会が可能となります。 

 

８．資金移動サービス 

 (1) 資金移動サービスの内容 

   次項９項の振替サービス、次項 1０項の振込サービスを総称して資金移動サービスとよび

ます。なお、サービス内容についてはそれぞれ各規定にてご確認ください。 

 (2) 取引の成立 

   依頼内容が確定した後、当組合は所定の処理日に、契約者から支払依頼を受けた振込資金

および振込手数料、振替資金を、契約者の指定する当該お申込口座に係る各種規定にかかわ

らず、通帳・払戻請求書等の提出なしにお申込口座より引落としを行うものとし、当該引落

としを行ったときに取引が成立したものとします。ただし、お申込口座が解約されている場

合は除きます。 

 (3) 取引限度額 

  ① ご依頼日１日あたりの振込金額・振替金額の取引限度額は上限金額５００万円の範囲内

で契約者が当組合あて届け出た金額とします。また、１回あたりの取引限度額は２００万

円になります。 

   ただし、ワンタイムパスワード（１分毎に自動発行される一度限りの有効パスワード）を

ご利用でない契約者の振込金額・振替金額の取引限度額は２０万円までとなります。 

  ② 当組合は上記①の当組合所定の上限金額を契約者に事前に通知することなく変更する場

合があります。 

  ③ 一日の計算にあたっては、当組合が契約者からの振込・振替の依頼を受けた時刻を基準

として午前０時を起点とするものとします。 

  ④ 当組合所定の上限金額もしくは、契約者が指定した振込金額・振替金額の取引限度額が

変更になった場合、その時点であらかじめご依頼いただいている取引のうち未処理のもの

については、変更後の上限金額もしくは、取引限度額にかかわらず処理するものとします。 

  ⑤ 収納サービスのご依頼日１日あたりの取引限度額は、上限金額１００万円の範囲内で契

約者が設定した金額とします。 

  ⑥ 取引限度額は、当組合所定の上限金額の範囲内で、契約者が変更できます。ただし、本

サービスに反映されるまで一定の期間を要します。また、変更した場合、契約者は速やか

に当組合所定の書面により当該お申込口座取引店に届け出てください。 

 

９．振替サービス 

 (1) 振替サービスの内容 
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   振替サービスとは、端末の操作による契約者からの依頼に基づき、契約者の指定する二つ

のお申込口座の間で契約者の指定する金額を振替えるサービスをいうものとします。なお、

予約扱いが行えます。 

 (2) 振替依頼確定後の取消・変更 

   振替依頼が確定した後、当組合所定の時限までは取消を受付けます。ただし、当組合所定

の時限後は取消しできません。また、振替依頼が確定した後は変更できません。このため、

取消が可能な場合は、取消を行った後に再度振替の依頼をしていただくことになります。 

 

1０．振込サービス 

 (1) 振込サービスの内容 

   振込サービスとは、契約者の依頼に基づき、契約者の指定する支払指定口座より契約者の

指定する金額を引落としのうえ、契約者の指定する当組合の本支店、または当組合の承認す

る金融機関の国内本支店の預金口座（以下「入金指定口座」といいます。）あてに、振込（入

金指定口座あての振込通知の発信処理）を行うサービスをいうものとします。なお、前項９

項に規定する振替サービスに該当する取引を除きます。 

   振込みの受付にあたっては、当組合所定の振込手数料（消費税を含みます。）をいただきま

す。 

 (2) 振込サービスの手続 

  ① 振込サービスの手続については前項８(2)の定めによるほか、下記②③のとおりとします。 

  ② 入金指定口座なし等の事由により、振込先金融機関から振込資金が返却された場合には、

支払指定口座に入金します。この場合、お申込口座に入金した時点で、当組合所定の組戻

手数料（消費税を含みます。）を通帳・払戻請求書等の提出なしでお申込口座から引落とし

ます。 

    なお、この場合、本項(1) の振込手数料は返却しません。 

  ③ 当組合が契約者の依頼に基づき発信した振込について、振込先の金融機関から当組合に

対して振込み内容の照会があった場合には、当組合は契約者に対し依頼内容についてご照

会することがあります。この場合は、速やかに回答してください。当組合の照会に対して

相当の期間内に回答がなかった場合、または不適切な回答があった場合には、当組合は振

込資金をお申込口座に入金し、その時点で、当組合所定の組戻手数料（消費税を含みます。）

を通帳・払戻請求書等の提出なしでサービス利用口座から引落とします。 

    なお、この場合、本項の振込手数料は返却しません。またこれにより生じた損害につい

て、当組合は責任を負いません。 

 (3) 振込サービス入金指定口座の登録・削除 

  ① 本サービスで利用する口座を振込サービス入金指定口座として登録します。 

   (a) 契約者が申込書にて当組合あて届け出た振込サービス入金指定口座の登録は、１００

口座までとします。 

(b) 振込サービスにて振込を行い、所定の方法で契約者が登録を行った振込サービス入金

指定口座の登録は３０口座までとします。 

  ② 振込サービス入金指定口座として登録した口座は、当組合所定の方法により削除するこ

とができるものとします。 

 

１１．税金・各種料金払込みサービス（Pay-easy：ペイジー） 

 (1) 税金・各種料金払込みサービスの内容 

  ① 税金・各種料金払込みサービスとは、支払指定口座から税金・各種料金（以下「料金等」

といいます。）の払込み資金を引落しのうえ、契約者が指定した当組合所定の収納機関（以

下「収納機関」といいます。）に対して払込みを行うサービスをいいます。 



- 5 - 

 

  ② １日あたりおよび１回あたりの払込み金額の限度限は、前項８(3)⑤に定める限度額とし

ます。 

  ③ 収納機関の指定方法は、契約者が依頼の都度指定する方法により取扱います。なお、払

込み指定日は依頼日当日に限るものとし、予約扱いはできないものとします。 

 (2) 料金等の払込みが行える収納機関 

   税金・各種料金払込みサービスで、料金等の払込みが行える収納機関は、当組合と提携の 

ある収納機関に限ります。 

 (3) 料金等払込みの依頼 

   料金等の払込みを依頼する場合は、パソコンに所定事項を当組合所定の方法により入力し、 

当組合宛てに送信してください。当組合は、当組合が受信した事項を依頼内容とします。 

ただし、収納機関のホームページ等において、納付情報または請求情報を確認したうえで 

料金等の支払方法として料金等払込みを選択した場合は、当該請求情報または納付情報が当 

組合の本サービスに引き継がれます。 

 (4) 料金等払込み依頼の確定 

   当組合が料金等の払込みを受け、当組合が受信したパスワード等と当組合に事前に登録さ 

れたパスワード等との一致を確認した場合は、受信した依頼内容をパソコンの確認画面に表 

示しますので、その内容を確認のうえ、その内容が正しい場合には、当組合所定の方法によ 

り確認した旨を当組合宛てに送信してください。当組合がそれを確認した時点で、当該料金 

等の払込みの依頼が確定したものとします。 

 (5) 払込み資金の引落し 

   当組合は、前項の規定に基づき依頼内容が確定した場合には、当組合の普通預金規定、定 

期性総合口座取引規定、当座勘定規定の定めにかかわらず、預金通帳・払戻請求書または小 

切手の提出なしに、依頼日当日の当組合所定の時間に、払込み資金を契約者の指定した支払

指定口座から引落します。 

 (6) 取引の成立 

  ① 料金等の払込み取引は、確定した料金等払込み依頼に基づき、前項に規定する払込み資 

   金を当組合が支払指定口座から引落したときに成立するものとします。 

  ② 次の理由により払込み資金の引落しができなかった場合には、当該料金等の払込みの依

頼はなかったものとして取扱います。なお、これに起因して契約者が料金等の払込みを行

うことができず、契約者に損害が生じた場合でも、当組合は責任を負いません。 

   (a) 停電、機器の故障等により料金等払込みサービスの取扱いができない場合 

   (b) 払込み資金の金額が支払指定口座の支払可能金額を超える場合 

   (c) 処理依頼日１日あたりの払込み資金の金額が、前項８(3)⑤に定める利用限度額もしく 

は当組合の定める限度額を超える場合 

   (d) 契約者から支払口座への支払停止の届け出があり、それに基づいて当組合が所定の手続 

きを行った場合 

   (e) 支払指定口座が解約された場合 

   (f) 収納機関から納付情報または請求情報についての所定の確認ができない場合 

     (g) 差押等やむを得ない事情があり、当組合が不適当と認めた場合 

     (h) その他当組合が契約者における料金等払込みサービスの利用を停止する必要があると 

認めた場合 

    ③ 収納機関の責に帰すべき事由により、税金・各種料金払込みサービスの取扱いに遅延も

しくは不能等が生じ、これに起因して契約者が料金等の払込みを行うことができず、契約

者に損害が生じた場合でも、当組合は責任を負いません。 

(7) 払込みの取消 

  ① 依頼内容確定後は、依頼内容の取消または変更はできないものとします。なお、料金等
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の払込みを取消す必要が生じた場合は、契約者と収納機関とで協議してください。 

② 収納機関の都合により、一度受付けた払込みについて取消となる場合があります。 

(8) 利用可能時間 

税金・各種料金払込みサービスの利用可能時間は、当組合所定の利用時間内としますが、

収納機関の利用時間の変動等により、当組合所定の利用可能時間内であっても利用できない

場合があります。 

(9) 領収書の不発行 

税金・各種料金払込みサービスにおいては、料金等払込みに係る領収書の発行は行わない 

  ものとします。 

(10) 収納等に関する照会 

収納機関の請求内容および収納機関での収納手続きの結果等、収納業務等に関する照会に

ついては収納機関に直接お問い合わせください。 

 

１２．暗証等、端末機器の管理およびセキュリティ等 

 (1) 暗証等は契約者自身の責任において厳重に管理するものとし、第三者に開示しないでくだ

さい。（暗証等については、当組合職員もお尋ねすることはありません。）また、暗証等は、

第三者に容易に漏洩するような方法で書き残さないでください。 

 (2) 契約者が、当組合あて届け出た暗証等と異なる暗証を当組合所定の回数以上連続して入力

した場合は、本サービスの提供を中止します。 

 (3) 暗証等のセキュリティ確保のため、契約者自身の責任において、所定の方法により暗証を

随時変更してください。暗証等につき偽造、変造、盗用、または不正使用その他の恐れがあ

る場合は、速やかに暗証等の変更を行ってください。 

 (4) 本サービスに係る端末機器を紛失したときは、速やかに代表口座店窓口に届け出てくださ

い。なお、当組合への連絡前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 

１３．届出事項の変更 

 (1) お申込口座について印章、氏名、住所、電話番号、Ｅ－ｍａｉｌその他の届出事項に変更

があったときは、契約者は速やかに当組合所定の書面により当該お申込口座取引店に届け出

てください。この届出の前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

 (2) 変更事項の届出がない場合の取扱い 

   本項(1) に定める届出事項の変更の届出がないために、当組合から送信、通知または、当

組合が送付する書類等が延着し、または到達しなかった場合は、通常到達すべきときに到達

したものとみなします。また、変更事項の届出がないために生じた損害については、当組合

はいっさい責任を負いません。 

 

１４．解約等 

 (1) 都合解約 

   本契約は当事者の一方の都合で、通知によりいつでも解約することができます。 

   ただし、契約者から当組合に対する解約の通知は当組合所定の書面によるものとします。 

 (2) 解約の通知 

   当組合が解約の通知を届出の住所あてに発信した場合に、その通知が受領拒否等の事由に

より契約者に到達しなかったときは、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 (3) お申込口座、代表口座の解約 

   お申込口座（代表口座を除く）が解約されたときは、該当する口座に関する本契約は解約

されたものとみなします。ただし、照会サービスのみ当組合所定の期間は利用（当該口座情

報の照会）が可能です。 
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   また、代表口座が解約されたときは、本契約はすべて解約されたものとみなします。 

 (4) サービスの停止 

   契約者に以下の事由がひとつでも生じたときは、当組合はいつでも、契約者に事前の通知

をすることなく本契約に基づく全部または一部のサービスの提供を停止することができます。 

  ① １年以上に亘り本サービス利用がない場合 

  ② 契約者が当組合の取引規定に違反した場合等、当組合がサービス停止を必要とする相当

の事由が生じた場合 

 (5) 強制解約 

   契約者に以下の事由がひとつでも生じたときは、当組合は契約者に事前に通知することな

く本契約を解約することができます。 

  ① 支払の停止または破産、民事再生手続開始、その他類似の法的手続の開始の申立があっ

たとき 

  ② 住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由によって、当組合において契約者

の所在が不明になったとき 

  ③ 当組合に支払うべき本サービスの所定の手数料の未払いが発生したとき 

  ④ 相続の開始があったとき 

 

１５．取引店の変更 

 (1) 契約者の都合で代表口座の取引店を変更する場合、本サービスを解約のうえ、必要に応じ

取引店変更後の口座で新たにお申込ください。 

 (2) 代表口座以外のお申込口座を契約者の都合で取引店の変更を行う場合、当該口座をお申込

口座から削除のうえ、必要に応じ取引店変更後の口座で新たに申込書により登録してくださ

い。お申込口座の削除の際、その時点であらかじめご依頼いただいている取引のうち、当該

口座をお申込口座とする未処理のものについては、原則としてすべて取消となります。 

 (3) 代表口座が店舗の統合等、当組合の都合により取引店を変更された場合、原則として本契

約の内容は当組合の指定する新しい取引店に引き継がれることとします。ただし、契約者に

連絡のうえ、別途変更の手続をしていただく場合もあります。 

 

１６.免責事項 

 (1) 本人確認 

   当組合が相当の注意をもって前項６項による本人確認手続を行い、処理を行った場合は、

端末、暗証等について偽造・変造・盗用・不正使用その他の事故があっても、そのために生

じた損害について当組合はいっさい責任を負いません。 

 (2) 通信手段の障害等 

  ① 当組合または金融機関の共同システム（以下「共同システム」といいます。）の運営体が

相当の安全措置を講じたにもかかわらず、電子機器、通信機器、通信回線の障害等のやむ

を得ない事由により、本サービスの取扱いが遅延もしくは不能になった場合、そのために

生じた損害について当組合はいっさい責任を負いません。 

  ② 当組合が取引の依頼を受付中の場合も含め、公衆電話回線、専用電話回線、インターネ

ット等の通信経路において障害が発生し、本サービスの取扱いが遅延もしくは不能になっ

た場合、そのために生じた損害について当組合はいっさい責任を負いません。 

 (3) 通信経路における取引情報の漏洩等 

   公衆電話回線、専用電話回線、インターネット等の通信経路において盗聴・不正アクセス

等がなされたことにより契約者の暗証等、取引情報が第三者に漏洩した場合、そのために生

じた損害について当組合はいっさい責任を負いません。 

 (4) 郵送上の事故 
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   当組合が本サービスに利用するログインパスワード、確認用パスワードを契約者の届出住

所あてに郵便で通知する際に、郵便上の事故等当組合の責によらない事由により、第三者が

ログインパスワード・確認用パスワードを知りえたとしても、そのために生じた損害につい

ては、当組合はいっさい責任を負いません。 

(5) 印鑑照合 

   契約者が届け出た書面等に使用された印影を、当組合が届出の印鑑と相当の注意をもって

照合し、相違ないものと認めて手続を行った場合は、印章またはそれらの書面につき偽造・

変造・盗用・その他の事故があっても、そのために生じた損害について当組合はいっさい責

任を負いません。 

 (6) その他の事由 

   災害・事変、法令等による制限、政治または裁判所等公的機関の措置等のやむを得ない事

由により、本サービスの取扱いが遅延もしくは不能になった場合、そのために生じた損害に

ついて当組合はいっさいの責任を負いません。 

   なお、契約者は、本サービスの利用にあたり契約者自身の責任において端末を利用し通信

媒体が正常に稼働する環境については契約者の責任において確保してください。当組合はこ

の規定により端末が正常に稼働することを保証するものではありません。端末が正常に稼働

しなかったことにより取引が成立しない、または成立した場合、それにより生じた損害につ

いて当組合はいっさい責任を負いません。 

 

１７．サービスの追加 

 (1) 本サービスに今後追加されるサービスについて、契約者は新たな申込なしに利用できるも

のとします。ただし、当組合が指定する一部サービスについてはこの限りではありません。 

 (2) サービス追加時には、本利用規定を追加・変更する場合があります。 

 

１８．サービスの休止 

  当組合は、システムの維持、安全性の維持、その他必要な事由がある場合は、本利用規定に

基づくサービスを休止することができるものとします。この中断の時期および内容については、

電子メール、当組合ホームページへの掲載その他の方法により通知するものとします。 

 

１９．サービスの廃止 

 (1) 本サービスでお取扱いしているサービスについて、当組合は契約者に事前に通知すること

なく廃止する場合があります。 

 (2) サービスを廃止するときには、本利用規定を変更する場合があります。 

 

２０．規定の適用 

  本規定に定めのない事項については、各登録口座にかかる各種預金規定、定期性総合口座取

引規定、キャッシュカード規定および振込規定等により取り扱います。 

 

2１．利用契約期間 

  本サービスの利用契約開始日は、当組合より契約者あてに郵送する開局通知書に記載された

開局日とし、本利用契約の当初契約期間は開局日から起算して１年間とします。なお、契約者

または当組合から特に申し出のない限り、契約期間満了日の翌日から１年間継続されるものと

します。継続後も同様とします。 

 

２２．規定の変更 

 (1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相当の事由があると認め
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られる場合には、当組合ウェブサイトへの掲載による公表その他相当の方法で周知すること

により、変更できるものとします。 

 (2) 前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

 

２３．準拠法・合意管轄 

  本契約の契約準拠法は日本国法とします。また、本サービスに関する訴訟については、当組

合本店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。 

 

 

以 上 

 


